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研究成果の概要（和文）：

本研究は，今日のヨーロッパ各国ならびに統合機関レベルで進められているアクティブなシ
ティズンシップを育てる教育の政策とその実態を精緻に把握することを試みるものである。具
体的には，（1)欧州統合の推進に伴う主権の共有化，（2)市民権の実質化，（3)主権者の範囲の拡
大（移民の統合）という 3つの視点をもってＥＵ10 か国の教育の現状を分析・評価し，その上
で日本への示唆も導いた。個々の研究成果はすでに多くの学術書ないし学術誌で発表されたほ
か，主要な成果については改めて 2012 年中に書籍の形にまとめて刊行する予定である。

研究成果の概要（英文）：
This research project aimed to have a clear description of the development process

and current policies of active citizenship education that has been promoted by the
European Union and its member states. The following three viewpoints were devised to
analyse education in ten member states of the EU, i.e. 1) fostering awareness that the EU
and the member states share political power at an appropriate level, 2) promoting active
participation in the local, national and European societies, and 3) reconsidering the
category of citizens to include migrants from the point of view of social integration. This
research project has already produced numerous scientific papers and books. The main
results will be published as an academic volume in 2012.
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ける EU 教育の研究の嚆矢である，職業教育
を中心とする 70 年代以降の発展過程分析，
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80 年代以降の普通教育を対象とする教育施
策の研究である。これらは教育のヨーロッパ
次元に注目した日本で最初のものでもあり，
その視点は，本研究組織の構成員によって継
承・深化された。また，この研究プロジェク
トに先立ち，「EU 加盟国における統合政策と
教育改革の政治力学に関する比較研究」とい
うテーマで科学研究費の交付を受けてきた。
上記の科学研究費による共同研究では，フ

ランスおよびドイツの共同調査を実施し，コ
メニウス・プログラムを中心に EU と加盟国
間の教育政策に係るフィールド調査を行っ
た。この共同研究の成果が今回の研究の着想
の原点である。
なお，シティズンシップに関する課題につ

いては，すでに研究代表者によるドイツの政
治教育や研究分担者による仏英比較ほか，先
行研究・著作が一定数存在する。しかし，EU
の定義するシティズンシップ教育への言及
は不充分であり，各国の事例研究も政府レベ
ルの資料の分析に留まりがちである。
そこで本研究は，こうした断片的・個別的

な現状紹介ではなく，共通のフレームワーク
とヨーロピアン・ディメンションという共通
の視点を明確に意識することにより，EU の
シティズンシップ教育の歴史的経緯・将来展
望を，EU 内部で働く政治力学の視点を加え
て解明することを課題とするものである。そ
のため，本研究では，生涯学習研究および移
民・ニューカマー研究の両分野の連携研究者
を新しく迎え，移民を多く抱える EU のシテ
ィズンシップ教育や生涯学習に重点を置き
つつある政策の分析を深め，先の共同研究を
発展的に継承していくこととする。

２．研究の目的
EU はその統合の深化と拡大とともに広範

な統合政策を進めてきたが，本研究は，EU
と各国政府におけるシティズンシップ教育
の実施とその浸透状況に焦点化することに
より，ヨーロッパ統合という歴史的プロジェ
クトにおいてその教育統合が果たす機能を
具体的に論じる学問的基礎の形成を目指し
ている。
そのために，本研究は，EU とその加盟国

におけるシティズンシップ教育政策並びに
その実施状況について，英・仏・独・スウェ
ーデンの４カ国を中心に比較分析し，そこか
ら EU の目指すシティズンシップ教育の内容
と効果を考察するものである。これは同時に，
教材・授業分析，制度・政策分析および社会
調査の３つのアプローチを駆使することに
より，EU 教育政策の立案・実行過程を多角
的かつ統一的に把握することを目的として
いる。
具体的には，次の 3 点に取り組むことにな

る。
(1)EU 教育におけるシティズンシップ概念に
ついての再検討

(2)その概念に対する加盟各国における解釈
および実際の教育政策における運用につ
いての比較考察

(3)2010 年に向けた教育指標にあるシティズ
ンシップ教育の評価に基づいてその進捗
状況を測り,さらに 2007 年までの新規加盟
国の増加がヨーロッパという教育政策空
間に与えるインパクトの解明

３．研究の方法
比較の方法を用いる。比較対象国として，

EU 主要加盟国であるドイツ，フランス，イ
ギリスに加えて，IEA によるシティズンシッ
プの国際調査結果において成功している国
の例としてスウェーデンを，また，以上の大
国との差異を浮上させるためにオーストリ
アを選定した。さらに，新規加盟国の増加が
ヨーロッパの教育政策空間に与えるインパ
クトを解明するために，いわゆる EU の東方
拡大と呼ばれる 2004 年以降の新規加盟国か
ら，研究対象国としてスロヴェニアとラトヴ
ィアを選定した。

以上の各国および EU 関連機関を対象に，
その教育政策，市民性教育，アクティブ・シ
ティズンシップ，ヨーロッパ・テーマに関わ
る教育，移民と教育，社会状況等に関係する
下記の調査をおこない，EU のシティズンシ
ップ教育政策の発展状況を施策当初から再
確認し，EU 加盟国の市民性教育の政策実施
過程，および加盟各国における個々の市民性
教育の実態（教材・授業等）分析を行う。

(1)EU 関連機関，現地教育機関，研究機関
等において，政策関連資料，教科書ほか
教材・授業関連，教育および社会・経済
関連統計データ，先行研究等の資料収集
および分析

(2)上記機関等における，政策担当者，研究
者，教員・児童・生徒等へのインタビュ
ー

(3)学校訪問，授業観察
(4)現地研究者による研究レビュー
(5)国内研究者による専門的知識の提供

①バルト３国全般（エストニア，ラトヴ
ィア，リトアニア）の歴史および国際関
係，教育
②エストニアの政治と歴史認識，教育
③ブルガリアの国家性と社会状況
④イングランドの市民性教育
⑤ドイツにおける移民の社会参加

※以上の研究のとりまとめにあたっては，
各年度に 3回程度の国内研究会を実施。



４．研究成果
本研究では，今日のヨーロッパ各国ならび

に統合機関レベルで進められているアクテ
ィブなシティズンシップを育てる教育政策
とその実態を，EU という政治・教育空間に
おいて捉えることができた。
市民性教育を，ポスト国民国家的な民主主

義社会を模索する試みとして理解すれば，現
在のヨーロッパにおいて，市民性教育は少な
くとも以下の 3点を具体的な課題としている
と言える。
第 1に，国民国家とともに形成された既存

の教育システムを少なくとも部分的に改め，
ヨーロッパの次元に配慮した上で，単なる各
国国民ではない「ヨーロッパ市民」の育成に
向けた教育制度とプログラムを開発するこ
と。
第 2に，そもそもヨーロッパ市民としての

資質の形成以前に，一人ひとりの中に民主主
義社会を担う上で必要な市民的資質－とり
わけ政治的な思考・判断・行動力－を育む仕
組みを整備すること。
第 3に，市民概念を国民概念に代わる積極

的な社会構成員像として打ち出すことで，移
民を包摂する社会の実現に貢献すること。こ
れが意味するのは，第 1の要求と反対に，特
にヨーロッパ域外からの移民を無視するこ
とでヨーロッパ性を仮構し，それを核に統一
ヨーロッパを考えるという選択肢は民主的
とは言えず，また現実的でもないということ
である。
これらは，それぞれ「ヨーロッパ市民の形

成」，「政治的市民の育成」,「移民を包摂し
た市民社会の編成」と言い換えることができ
る。
研究成果をまとめて刊行する書籍では,こ

の 3つの観点がそれぞれ部を構成し，各部の
もとに個々の論点を扱う論考が配置される
ことになる。
具体的には，第 1部では「ＥＵにおけるヨ

ーロッパ教育の発展」，「学校教育におけるヨ
ーロッパの次元」「生涯学習のヨーロッパ化」
の 3 論文が，また第 2 部では 5 つの論考が，
それぞれフランス,イングランド，オースト
リア,スウェーデン,スロヴェニアにおける
民主主義の資質を育むための主要な政策と
その展開,ならびに若干の事例とともに今日
の状況を描出・分析する。そして第 3部では，
同じく 5 つの論考が，フランス，スコットラ
ンド，ドイツ，オランダ，ラトヴィアにおけ
る移民を中心とした文化的マイノリティの
社会的・政治的包摂の課題を明らかにする。
その上で，最後に，以上のヨーロッパに向け
られた視線を日本の市民性教育の現状に照
射することで，ヨーロッパの問題を日本の読

者に受け止めやすくすると同時に，我々のあ
いだで見過ごされがちな問題の意識化を促
す。
以上の 3 つの観点に基づく個々の論考は,

それぞれヨーロッパの教育に関する最新の
情報を提供するものとして基礎的な価値を
持つと思われるが，その本当の学術的意義は，
なによりも今日のヨーロッパの課題である
と同時に現実でもあるヨーロッパ市民性教
育という概念のもとで，それらの 3 つの視点
を相互に関連づけて捉えることに成功した
点にある。一見，多様にしか見えない各国の
教育が，上記の 3の視点により同じ座標空間
上に各々の位置を持つことになる。
この分析枠組みは，内外の比較教育学研究

の進展に大きな意味を持つと同時に，日本の
市民性教育をめぐる政策を考察する際にも
有益な知見を提供するものと考えられる。
今後の課題としては，今回，現地調査を実

施しながら学術的な論考をまとめるまでに
いたらなかったヨーロッパ諸国－スイス，イ
タリア，ノルウェー－などに対して，その地
域の専門家の協力を得てより精緻な調査を
実施することで，上記の座標軸の有効性を確
認することが期待される。また当然のことな
がら，上記の枠組みが，ヨーロッパを越えて，
日本を含む世界の各国に対して持つ意味を，
さらに具体的に検討する必要がある。
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